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I PIDC設立の背景

1. 分襲撃・独立の経済的帰結

1947年の分離・独立によっピパキスタン釦とな

った地域は，植民地インドの中でも，もっとも開

発のおくれた地域であった。カミつてのtiff民地経済

の中で，バキスタンの地は食糧および農産原料な

らびに低廉な季節的労働力の［兵士会地として位民づ

けられていた。すなわち今日の西パキスタン地方

では小麦と綿花の， そして東ノfキス与ン地方では

米とジュートの栽培が広く行なわれていた。これ

らの農産物の栽培を基礎とした設業紅済と多分に

自給自足的な農村家内工業の存在が， パキスタン

の地の経済的裏づけをなしていた。
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1941年に行なわれたセンサスによると，植民地

インドの全人口の 1.5%が近代的・組織的工業に

従事し， 9%が小規模家内工業に従事していた。

このうち工場制工業の大部分は地理的にみてイン

ド亜大陸の沿岸諸都市， とくに歴史的に商業資本

の拠点となったボンベイ， マドラス，カノレカッタ

などの大都市周辺に集中してし、た。これらの工業

は第 1次および第2次大戦を通じて急速に拡大し

たが， 分離の結果その施設はすべてインド共和国

に所属するととになった。

パキスタンの地に存在していた工業力は， 1945

年当時の登録工場机I）につu、てみた場合， HJイン

ドの工場総数の 9.6%，工業労働者総数の6.5%に

すぎなかった。さらにこれを綿紡績やジュートの

加工工業など七つの主要業種に限ってみるとき，

工場総数の 3.6うも，工業労働者数の2.6%のみがパ

キスタン領となった地域に存在していた（注2）。し

かも各［業の規模や業種の偏向， およびその技術

水準などの点を考慮すると， インドとパキスタン

のそれぞれが継承した工業カの質的な較差はきわ

めて大きい。また分離の遺産の貧困性は，ある意

味では数量的にとらえられぬ面においていっそう

顕著である。すなわち分離に続いて起こった住民

移動は，非回教徒の商人，技師，工場経営者など

のインド側への逃避を伴ったが， とくに企業者層

の欠如は新国家の経済開発にとって重要な不利条

件となった。
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2. 1948年の産業政策声明

す耳［ヰ’家パキスタンの指主主事者i'i')f土， パキスタンi軍

到の中核となー》たi1D教徒連盟によって代表されて

いた。そのメンバーは，圧倒的に農業に出盤を持

った析国家の経済構造を反映して，バンジャブお

よlードー古l；シンドの大土地所有者によって構成され

てヤた。 大土地I＇庁fl‘をに続いて，分離後インドお

よび東f -.1 リカ；，，， (, 移住してきた｜忌i教徒の商業・

貿易資本家が，氏族的支配権のー習を担った。新

It｛ド奈の諸政策は， 二れら大士地所有制を基盤とし

にlili主勢力と， 新興の商業・貿易資本との連合勢

々によって氏定されたっその経済政策ti，急激な

改革を避け司 itl/iiJ!主義がとられた。とのことは，

分離の翌年（二発表された「産業政京戸明J（／）引に

明確に反映されている。

1948年 4)-j r)) I産業政策声明Ji土， 主庁内家のT

：主化の基本プj主iを：－N.明したものである。その，l,l.;本

)J針；士、 二＞Jの点に i要約できる。一つは治官’財庄二

業内優先であり， 一つは民間資本の主導性の確認

である。 戸iりji土主ず，その ii=lt%とはがJJr}) rj1で

i欠のように述べい、る。 ［パキスグ J の溢J点点、圧

倒的に民主経泣であるという点からみて， 、【i初，

l泊発（／） t.!L点、i立法業とそれに依拠もしくは関連する

仁業0）再定と開発とに，必然的にi長かれなければ

ならなし、。 したかつてパキスタシは，第 iに自

！司悩内で産出する原料，とくにシュート，綿花，皮

革などの1Jl1工を行なおうとするものであり， これ

らの加工1li'iに対しごは凶内および同外での1tiJ場が

確保されてヤる。同時にまた，l；話内iii坊の要：，！dここ

たえるために， 現在ノξキスグンがよいj封、らの供給

に依存してし、るところの消費財工業の開発に努）J

するものてある」 l./' 4ノと。この二とは具体的にiし

工業化のブJ(ii］が農産以料の加工業， とくに綿 ・L

紡韻， シコ」卜訪組， 皮革力11工，タバコ製造，裂、，

紙，精糖，食品加工などの諸工業の開発にあるこ

とを示している。それはまた，工業開発の重点を

消費財生産部門におし、たことを意味している。こ

れらの諸工業の開発は，その後， 朝鮮戦争のごと

き1q際情勢の変化を背長として，また後述する

PIDC m U の設立を契機として，積極的に行なわ

れた。しかし分離・独立後20年を経過したパキス

タンの工業構造は，依然として紡績工業を中心と

する消費財産業に大きく偏向しており，経済開発

に伴う資本財の輪入依存度の上昇が， その外貨事

情を圧迫する要因の一つとなつてU、る G

産業政策声併で規定された工業化のいま一つの

長本的性格は，民間i資本の主導性の確認で、ある。

戸iりiはふたたび，その「目標と日的jの中で次の

ように述べてし、る。 ［民間企業ならびに個人の岩1]

J立に対しては，以下tこ述べる条件に基J九、た自由

t,, iんf!]jが与えられるものであるJ(/)6）と。ここで

し、う［以下に述べる条件j とは，経済開発におけ

.－：：，政府の役割の範囲を志味しているc そこには，

1/LJ主的以性絡を持ったものとしての f経済開発の

計附化j と「産業の国有化J，および間接的な役割

乞持ったものとしての［租税および関税政策」と

「外資導入策jが述べられている。すなわち， こ

れらの諸政策と矛盾しない範囲での「白向な活動j

が民間資本に約束されている。

しかし，これらの諸政策は内容的に検討すれば，

L寸れも新凶家の玉業化に当たり，民族資本の阜

ぷの台一成を側面から支援する志昆をもって立案さ

れたものであることがわかる。たとえば， 「経済

開発の計画化」は今μみられるような体系的なプ

フンニングを；立味したのではなく，経済関係の行

政機構の一元化や，政府の財政援助を伴ったとこ

ろの優先的に開発さるべき主要産業の選定， とし、

ったことがらを意味した。また「経済開発j とし、
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う概念も， 少なくとも声明が行なわれた時点にお

いては， 社会資本の整備に重点がii＇：かれていたG

一方「産業の同有化」についていえば， 対象とな

る産業は軍市工業，水力発＇ l'i1, j喧布t~ • j副長および

その関連工業に限定されているつそこでは，い;j)

ゆる基幹産主を含むその他の多様／1庄支出fHjは，

いずれも国有化の対象から除外されているつ この

点は， 同じll;y期にインドで発去された産た政策声

明とは大きく相違している。 インドではー i主i家に

課せられた役引はいっそう広範聞にわたってL、

る。 国有化の主t%ミに；土l程，品？

U'それに付随する玲＿［，Ii］修理」二？長， ？宇fi,i量f戸'JC｝ミの

i土かiこ，石炭，鉄鋼， 航空機製造，よ在~｛｝， )J；（子力

エネルギー｜；日発などの者日門が台まれている。 イン

ドとパキスゲンの産業政担声明に見られるこのよ

うな相違は， 前者がその新i玉！家の／1；花｝，＼（にあたっ

て「社会主花~I）社会」を志向 L, i五i伝音l¥l1Yを泣悦

したのに対し， 後J干i土民間資本の育／1見をその重要

な政策課題しつー〕コ；二百九、たことに市Jル、ている。

また，インドとパキスタンのそれぞれのi：荒の党

民段階の差異が， 1王l有化の対象となる産業部門の

範回の差異に反映している。

一方「租問およ亡、関税政策J によ，' －亡， 工業金

主設立にあ／二つての課悦上の特別品iii－＇れ あるい

は関税障壁による山内産業の保護がl':(Jられてい

るc また声明に述べられた「外白導人TJ；しタ十

資をl司内の民間資一本のiiHI',にとっとしりインセンテ

ィヴとしてどらえ， これに優遇措1i＼を r5-えようと

したものである。

このように， 1948£干の1圭業政策戸1Vl，土、山氏財

産業開発の優先と民間資本の主導性心i市必と：，：＿与し

木方針として起草された。そ tてそのがHf｛；こ ft, 

民間資本のJ芭／！liこ討する過大の期待があったわけ

である。しかしこの国の工業化の過程は， この期
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？’fカサ制’方績工業を除き， ほ正んど~－現されなかっ

たことを，j：：している。

3. 民間資本の動向

パキスタンにおける産業資本の形成に重要な役

)fl］を果たしてきたものは， 回教徒系の商業・貿易

資本である。これらのう -t,, 一部はその拠点を現

点のパキスダンの地に干干し，一／fl¥は東アフリカか

らの作｛主であるが， 大部分は植民地インドの主要

都市であったボンベイやアーメダ、バードから逃避

してきたものである。かれらはパキスタンF科主｛を

もっ！き続き前期的資本として活動を続け， I次産

品の輸出と出貸財・資本財の輸入といった従来の

業極を拡大する－）j，銀行・保険業などを興こし，

徐々にその資本を工業生産に投下した。丙ノfキス

タシにおける綿持組工業や， 1952:f-以降PIOCと

のたl;('j-によって行なわれた東パキスタンのジュー

ト争方tι！ゴ長の4直/Jilが， その｛℃友的なものである。

これら個別の民間大資本のう九，代夫的なもの

には，アダムジー， ダ」ウッド，ハピブ，イスノξ

ハニャー， ワリカ，ダーダ， イスマイルなどのグノレ

ープがある。かれらの前身はほとんど，現在のイ

ンド共和i.LJに含まれる諸都市において商取引に従

合してU、た古であり，現在でもバキスタンの産業

資本にはこの尚業資本的約格が強く残っている。

たとえば ILOの液先占：は，パキスタンの工業企業

読むこl土商業・金融界の出身古ムが多く， 生産部門や

労使関係などの面よりも世業部門や資金面により

多くのはj心を払う傾向があると，述べてνるUl7）。

これらの民間資本は，分離・独立後パキスタン

が尚一面したいi際情勢の変化とそれに対処したー連

の止士策によって， しだいにA資本としてのよ也f立を

1/;Jめて 1ぜ、ったc とくに 1950午に勃発した朝鮮戦争

は、 ジL ートペコ綿花などの 1次産品の 11:.J際fil日協を

総白せしめ， この時期にパキスタンの輸出額は念、
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識に噌加し／ヒ。休戦に伴】て nt；産品のld際価絡

が低落し， 国際収支の悪化と輸入制限の強化が起

こり，商業，貿易資本の利潤は低下の傾向を示し

はじめた。 しかし三れらの外的条件の変化は，パ

キスタンの綿紡縞じ業のねI]誌にどって有効に作用

したリすtcijも，綿糸布内中ill入；！)IJドftはその閣内fi!!i

格を騰貴せしめたが， 一方では原綿の同内価格は

急落を続けた。 全たこの時期に先進工業向との！日i

に，高性能の織機の輸入に関する延払L、協定が成

立し、け 1 きょくラ それまで綿花・綿糸がの輸出

入に従事していた商業・貿』急資本を綿紡綴工業に

転f七せしめ〆ふ条｛牛；）＇込整つ

でに，国内には約170万錘の紡錘数を持つ 2万6000

台の織機泊、設置され， これらの了：J[,yでの綿糸布！j:_

産量は手織りによる綿織物の供給をも含めて， 綿

製品の国l勾u給をは司、達成したのCある l• I ＂）。

この時期，すたわち分断・独立上り朝鮮戦争の

休戦時までの期間に，産業政策声明の治本方針に

沿っ与氏11司資本山進出を側面から支援十る政策

がつぎつぎととられた。たとえば 1948～19年のに

業企業設也に関する謀税特別措 1fi, 4¥)iド7}]Vl 

PIFCO （パキスタン産業融資公社〕の設立，同年 9

月のIレピ一平価切ドヴ拒否， 50Iドのパキスタン関

税委員会の設置，そして51年の「2カ年榎先計画」

の作成と， 工業｛じのため山多様な諸政策が立案さ

れた。し品、しこれらの諸政策は， けっき上く，既

述の綿紡績工業を除き，産業政策声明が当初期待

した方向；二民間資本を誘致するこどはできなかっ

た。たとえば， 1952年現在で株式会社の形態をと

る工業企業数は 2J!i1社あり、そのほ権資本総額は

22億9410万／レピーであったが， 実際の払込資本総

額；土 2億 1HO万Fレピーと 1（）分の lにすぎなかった

（白 9）。民間資本にとっては， 「国内取引と輸出入

貿めがい·.•そう 0 ） 注意をひいたj (/1］｛）〕めであり，

民間資本の工業分野への進出はその規模におレて

小規模であるばかりでなく，対象工業も綿紡績を

除き， 資本の回転が速く危険の少ない軽工業tこ集

中した。

む11 ) 1934'1 ＇）工場i.L(The Factory Act, 19:l4) 

にぶつ3，主主斜a:総務つけられた工場。動力を使用 L,

I；約者：：：o人以上＇1)k狭 i/J[J坊を γ＼ 4 

(d: 2) S. M. Akhtar, Economics of Pakistan, 

Vol. 2, Lahore, l 956, pp. :1～4. 

(/1 3 ) Govt. of Pakistan, Report of the Eco-

nomic AJ>praisal Committee, Feb. 1953, Appendix 

No. 16, Statement of IrnluぉtrialPolicy. 

(LL 4) Ibid. 

(il：ら） PIDC Lt Pakistan Industrial Development 

じorporation（パキスタン産業開発公社）の略称。

〔/J“j Govt. of Palくistan,Statement of Industri 

al Policy. 

Cd. 7) I. L. 0., Report of ILO Productive 

1¥!issio11s to U11derdeve/vjJed Countries, 1¥ug. 1957, 

pp. H～9. 

(ii日j Govt. of Pakistan, 1』，1inistry of I ndustnピs,

Rψurt of the Textile Enquiry Commission, Mar. 

l960, p.::: 

(iJ 9 ) Govt. of Pakistan, Ministry of Economic 

Affairs，火eρortof the Economic Appraisal Com幽

mittee, Feb. 19らみ pp.107～108守

(il:10) Ibid., p. 107. 

II PIDCの機構

l. 基本的性格

工業化の進捗が， このように当初の期待に反し

て停滞的であるという現実は， よりいっそう有効

な出発政策を要求した。そして，他の多くの低開

発固においてみられたように，メキスタンにおい

亡も， 国家の直接的な経済活動が注泊されはじめ

た。 l語家は，その貨幣発行機，徴税，国内債券の発

行，外国借款能力などにより，工業化のための巨額

の資金を調達しうる条件を持ち， 急速な工業化を

実現しろる最も千i力な機関であると考えられた。
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195ユ｛jミ i.~ ；；先立されfこ PIDC は，一仁、て｛七における

川家資本山l白；接投下をm当する一段問とし亡誕＇ L

した。この機関山設置に関するがτ.fitの序文tt，次

のように述 dくてL、る。 「J芯知山三、とく， 'iii%'.I＞ら

政府内政策／ t, 11.＼，））工主11¥1廷にふとり氏間企業に

1;1 A.:I浪のti'1去をUH七することであ？よて。 こ（ハ ll(Y,j 

j）允めに， 多く ，1).mwu）， と「J). i 仁さ t~. 1(/l\l{i::~i:i 

: t' ょっる極ハ］二土山llll｝をに J 山、ぐは多／レなりと 4

j隼Jllを5lせご l、川〉が，〆コ』ト i 県紙L

t¥1 ／ヒ字下A主どい J 〕 J：ょう／c ノ；干 ζ ＇l ：にと •） 亡さ

) j灼て fl＼＇）；＇：／仁諸 L主に!VJI_ Cf t, I• ,Jじ仁う i（然立

と「正！心を＇）＇してはし、なャ。こ ztら山諸 i；立は， い

額の資本三 i白＇jIQ-C吋日！マと経営の経！Sむを：必要止す

進する目的で設問されたのであり，公社の政策は

l 'c間企業tことって ｛.＼.＇.；i）るとし、うよりも， むしろこ

れを補足することにある。 したがって公社は，た

とえその定款の範囲内であっても，民間投資家か

ら十分／，f.注［l合併てL、る綿紡綴のようなi二業のi試

:ut持えてし、0o 第三 t二，公社の1ft止＼はIて業の推

,fl，；こあり， そぴ）！すJイi；ニi土tn、o PIDC Ulプロジ工

クトに民間資本を誘致すらために， 全た主主I］にii'.:

!Mlの参加がみらjltr 1, 、場｛-tには， できるだけ平一い

i車、1¥t(Wi会に完成ヅロジコクトを民間の経営に干名

決するために， あらゆる努力がはらわれているj

！川 I＇.＇.）土。

このように， 1-'ILX：の某本的件

るハ民間企業（土司外部山道むの援助！，:;c ＜ては三jl 長15ドIJにおける民t/rJ資本の育成・強化を目的として

らの；°ロジ仁ケ 1を取り！：げる三土／〉、でぎなL、：＂ いるliにある。

いるコ 2. 人

t(lll］企去＇＇l~ Ji'J油し， 0託本ぴ〉汚wを i：主うHJ：にi可L I'll）仁i上、そ u)1i王金務；lをi五家二iア，算（1962 ifσl PIDC 

／、，＇：.－ 1士心 fこυF〕i二iJ、，；：；－に j占／；く公nt,:-l；主・；i:

ヘケン vlft1々ど；1Hで｛／｝片山iーとにど s ぐぶ·~た i ：社、 Y土資対象工；業iこもうζのわくつけがあるが， i遅営

ゾ＞I長幹産主山ilfl写t山氏lF:を， 三v'i公；I：.会J1.；＇.，ご の ＇j~:fちがJ似Jim ＇こ， ) ＼、ては，民間企業と 1.:iJじく伝手lj

？てそ J世宗 jーノ〉」（ •I ］］）どっ や伝説を：藍悦した一企業としてh¥WJする（泣13）。

!'I I川、，＇土、 ＇（：＇， l,l，本的立i'~ ： ;t，二 t!J仁＂； i二， Lえ：／t l'!DC t-J:、が；i]IJ定されてから三年後の1952年 l) J 

とi兄夫と：／）イ，li'i"I VJ係ノ〉解決ドふら／てu c;~ （／））ぬ（t喝 fニ，ぷ初（｝）出事会が召集された。理事会はら名の

その解ih:tふくヒでも！主主政：；｛JJIHIJ/,r川、く i人iでj) ._!/ff:の f•tt事から偶成されとおり， そのうち 1名が

そjであ之1川、う条（守主オ）ilt足どなってL、るのす，作 用事長に任命される。この理事会の構成員の人選

わら Pil>C の機能は民間山本の L:i~~i\11守への訪花 やその任命i土中央政府（分割後は各州政府）によっ

l士口的としておりう民間資本どは競，＂； lltl係に，／.っ て行なわれるが，これまで理事に任命された者は，

ものではt，：く， ／，＇ド〉それは問自：； 1q11J，ハ自IJ/1',（，＿：怠味 じとしと経済関係の高級官僚と大土地所有者およ

ずるもので；土な I，＇，とする条件である。この lifこ ひバキスタンではかなり名の知れた実業家であ

ついて， PID仁の珂事の i人である M ・アユ～ ア、 るO とji,fこ力I)えて， j：見アユフ

ft, l9:J9 r；：.にデ ！） ト一で開う、;jl,た「公企、！とiご問；る 人が＊：加してb、る。

[.l］.連セミナー」で次のように述べ口、る。；P[DCて 初代理事iょのグーラム・フアノレークは，ベシャ

は主として， 仁主企業家が進出できずに＂＇るか， 17ールのIIi家の出身で，植民地時代のインドでは

あるし、は ji!Ullしようとしないに：；企業の設立を雄 鉄道関係、の要職五三歴任してし、た。分離後パキスタ
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ンの仁業省にはしの， ヅュート・綿花局の局長を

経て， 1952年の PIDCの発足とともに初代理事長

に就任した。かれiま，アユブ政権問.tr後辞イモした

ポ， その後WAPDA（水資源開発公［日）のfl［：事長，

さらには閥務大臣を歴任した。 PIDCの第2代

理事長は， M・A・M ・カーンである。かれは，：

ンジγブ平民（の北のはずれt二あるカラパ’fの出身

である。パキスタンでも最大の大地主の 1人であ

り，西パキλタンにおける土地改革の結栄， 2万

三000エーカ」の11r有地を土地は革宣言i[1会に明付ill£

したといわれる（注14）。かれは， 1958年12月より約

1年半 PIDCの理事長に在職し，辞職後は商ノ4キ

スタン州知事として長く勤めた。第；1代出0rr長は，

高級軍人のH・I・アハマッドである。かれは，ア

ユブ将軍の倍任原い陸軍中将であり， その在任期

閣は1960年日月から， PIDCか東山ノξキえタンに

分劃された 1962年6月までの 2年問であった。東

西分割後は，西 PIDC 理事長はA ・ M•K ・ 7ザ

山東 Pll)C理三Ji長ll日.'.¥ 1・シ γヌィール・ f

ーザムである。前自は， パンゾャプ王子原のほぼ中

央に位するデラ・ガーズィ・ハーンの旧家であ

り，パキ・：（， ＇／ンでも指折りの大土地現有台の→肢

であるマザ 1）家の出身であるの －｝j後者は， Cお］＇

（パキスタン高等文官）である。

このように，発足以来 PIDCの民事長じは高級

官僚，大土地所有者， 軍人が就任している。この

ことは，一般の理事についてもいえる。そこには，

パキスタンの有力な民間資本の代表在たちが名企

連ねている。たとえIf,M ・A・イスパノ、三一：J:、

1952年 1月から56年 1月まで，ナシール・ A・シ

ェイクは 1953 年 8 月から56年 3 月まで， G ・ M•

アダムジー；土 1954年 8}Jから59年 3J1まで，モ r、

メッド・ア I）・ノ、ピブは 1956年5月から59年 3月

まで，それぞれ狸事の職にあった（注15）。

これらの理事長および理事は， PIDC法に基づ

き，政府から支給される給与を受けており，他の

企業や機関むの要職との兼任を禁ぜられてかる

也 16）。すなわち，その在職中は PIDCの運営』こ守：

念することが要求されている。しかし，上述のよ

うに問事の多くか大土地所有者やl吃I司大資本の代

来者Cあるという工事実は， Pmcプロジェクトの

民間への売却を通じて， 有力な民間資本との結合

問係か作られ強められてゆく素地主提供するもの

であることは否定できない。それはまた， PIDC

の基本的性格であるところの産業資本の育成・強

｛むと L、う政策を反映しているともv、えよう。

3. 資金

PIDCの規模を資金の面からながめると，次の

ようになる。 PIDCの授権資本は，東西日DCそ

れぞれ1000万ルビーで，額面 10万／レピーの普通株

式100株よりなる。そのうち半数の50株（500万ノレ

ピー）は，各州政府によって全額応募済みである。

政府出資i二なるこの500万Iレピーは， PIDじがその

発足にあた円て必要とした諸施設の建設費として

支出されたo したがって個々のプロジェクトの建

ぷ所要資金やその運営tこ要する資金の大部分は，

PIDCに対する毎年の政府財政支出がら充当され

ている。なお 1962年の分割以後は，資金は各州政

府の財政玄出からまかなわれている。すなわち従

来は， 中央政府子第の中で東西パキスタシへの地

域別予算配分を行なっていたが，分割後はそれぞ

れの州政府予算の中から独自の支出が行なわれる

ようになっている。

PIDCへの財政支出額を，設立時の1952年から

分割時の 1962年にかけてみると，東西両地域の・iS"

Jで，毎年約1億劫00万ルピーから 2億ルピーの

規模である。この額は，その年度によってかなり

の幅がある。それは，年度によって大型プロジェ
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クトが集中する胡（；－ぷあり、 ふるいは宅の逆のJJ,1

合がある泊込らでふる。また外貨の入手が順調に行

なわれるか否かも， 関係してくる。しかし趨勢と

しては，斗々増大の傾向にある。とくに 1962年の

分割後は， その財政支出額は念、増しており，との

ことは東 PIDCしり均合にとくに著し，，、。たとえば

東 PIDCでは， 1952～62年の10年間における年平

均支出額は約6600万fレピーであったが，（，2～侃今f

>') 3年間におけど〕＝－ ,I)額は i位 6000))IL.ピーと：：

倍近くも憎大している。商 PIDCの場合でも，第

’i次5カ年計画のはじまった＿ l965年以降，その州

財政支出額は急増している。

注目（「ぺきは， て山ょうた IヨDC守 J J財政支It¥

;}', ノミ干スタンの L業開発支IIlの中でι める枕~＇..：

である。本来， Pmcへの財政支出欄は，パキス

ゲンの－Jillの長期尚山開発Id-tliiに ~H- 上＇~ ~l，てし、ふ

工業関係の開発資金のうち， 大規模工業の開発に

・g1Jり当とられた子誌の大部分に当fこふらので点、

。。たとえば，第ユ次5カ年計画における工業部

門の開発資金総額は 48億9000万ルビーであるが，

コーのう h政府支U¥ht額は H佑560!PJ'c i-0ーでふ

る。この政府支出のうち， 大規模丁‘業関係の支出

矧は11｛吉／；）80万；， I二cーであり，そのりふ PIDC へ

の支出が 10億1500万／レピーとなっている(11'17)。し

たがって PIDCへの配分資金額は，き害 2次5カ年

，，十画の寸：主開発性子iそ諮額の約'.20%に、＇： kり，政府

部門だけにかぎってみるとその約70%，そして大

呪模工業部門のみに f ｝いては，その（）（）＇；｛，近くを r'i

めていることになる。この比率は，第3次5カ年

百十画に才J＇，、てはさらに上昇しそれぞれ 26%,

74%，そして伺%S01と高まっている刊1，；，。また，

この PIDCへの配分資金を絶対額でみると，第2

i欠計画WJc1 〕 10億l500万ルビーカ、ら， ~'j '.l次計留邦！

の34億0700万ルピーへと著しく増大してヤる。こ
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の工うに，ノどキスタンの経済開発， とくに大規模

工議部門に占める PIDCの比重は，開発資金肥分

の前からみても， きわめて大なるものがある三ど

が上カ、る。

政府の財政支出とは別に， 資金導入ルートとし

て i引）Cが松山に行なう市中銀行か c-，の借入h,

および民間資本の参加， ならびに外国資本の導入

などがある。

崎山こ， PIDC工場の建設計画〔とこでヤうプロ

ジェクトの立案）は，事前の基礎的な調査をも含め

て PIDCが主体的に作成し，政府に提示して承認

を求めるとし、う手続きをふむ。その承認をまって，

所要資金の公募が行なわれる。 とれ支でのif1Jでは

ジ江』ト紡績を除き， 当初より民間資本による応

募引受けの行なわれたととはほとんどない。民間

資本が参加するのは， 新技工場の経営がある程度

軌道に乗り採算の見通しが立ったころ， その株式

を取得する形で徐々に行なわれるのが普通であ

る。

会募の日より 4カ月を経て応募引受けのti:'v、場

合，その全額または差額の引受けは PIDCによっ

て行なわれる。発足したプロジェクトの経営は，

とく；、二政府の指示のないかぎり資材の購入， 労働

者の雇用，生産管理，製品の販売などすべての面

にトだに私令業と同ヒ商業ベースで行なわれる。

プロジェクトの運営過程における諸経費は， しば

しば原料・製品・工場施設などを担保とした市中

銀行からの借入金でまかなわれる。その借入れ状

況は，詳しくは不明であるが，パ斗スタン系の商

業銀行数とぞの取扱高の増大傾向からみて，将来

Pmcの重要な資金源となると忠われる。それは

一方では， PIDCと民間の主要金融機関との結合

関係を、 し主ゴレに緊密化してゆく Ji向を意味する

ことになる。
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外国の民間資本の参加も， プロジェクトの機種

による備向はあるが， 当初からみられるところの

ものでふる。たとえば西ドイアのバイヱル社i土，.vEi

パキスタンのグウドケ／レにある「ノfック染料・化

学製品［場jf.こlメ（）万ルピーの出むをしてい心。

この棋は，同工場の払込資本欄6α）万ルピーの30%

に当た J 、ていゐコ イギリス百本であるパーマ行］iii

(Burmah Oil C向。）と連邦間話融資公fl:(Common-

wealth Development Finance Corporation）は，「ス

イ・ザ ζ送配会n:_1の株工ト刈9%をll"<'.illし， その

経営権を掌握している。この会社の株式院出

は l9S7/f18年が：， %, 19日／δ9年が IO＇.＇｛，，そして

1959/60年以降は毎年12.S')oであり，円。cプロジ

ェクトの中ではきわめて高率である Ui'19l。外国民

間資本ポ参加しているその他のプ n；）ェクトに

は，イギリスのインチケープ・グルーヅ（Incheca1同

Grou1内の関係す石東ノfキスケンの「ノ、守一・ J

－ト紡績jや， 同じくイギリスのメイ・アンド・

べイカー（May& Baker）が出資しているダッカの

「パキスタン製薬会社jなぜがあるc

以上に述べたような政府の財政支出や， 市中銀

行からの借入,I1 ' さらには pfキスケ／および諸外

国の民間資本の参加とならんで，各種の国際的機

関を通ヒる， あるいは政府間協定仁tt>5く措教や

援助がある。たをえば世銀は，上記の「スイ・ゲ

ス送配会社」に対して500万ポンド，また「カyレナ

フリ製祇工場jに対して ・120万 F，レの借款を Ij.え

ている。一方，援助供与もかなりの額に達する。

1962年の分割昨キ？に、 Pmcの仔アonジェケト

に与えられた各閣の援助額は l億5000万ルピーに

達している。アメリカは，そのうち 30%を占める

約5000方yレピー相当の援助を行なっている。たと

えばアメリカは， 「パック・アメリカン化学肥料

工場」に 4260万ルピーを， 「メイカワル炭坑jの

整備資金に510万ルビーを提供している。カナダは

「メイプル・リーフ・セメント工場」に 2145万／レ

！？ーを，またニュージーランドは， 「ジール・パ

ック・セメント工場」と「ジーノレ・パック精糖工

渇」および｜ゾャイ 1-.1レハット精糖工場J＇こ，

合計で 123071；レピーの援助供与を行なっている。

三れらの工場は，多くの場合櫨助供与国の悶名を

冠し‘その資金の出所関係を強調している。また

悶連の一機関である UNICEFも，一つの DDT

f.l！｝とーりのペニシリ J工場に社し，合計で427万

ノレピーの資金操助を行なっている。 これらの工場

二三生産されら抗生物質は，廉舗で政府に対しての

みii:.:;Jlされらことが義務づけられている。

( /le 11) Washington, U. S. Dept. of Commerce, 

Bureau of ［•＇川eign Commerce, ln・uestment in I'akis-

tan : Conditions andοutlook for United States 

Jm,estors, l 954, p. fi2. 

( il:12) M. Ayuh, l'uf,lic Industrial Entc,J>rises 

'" Pakistan, Karachi，ムm.1960, J】JI.1～2. 

(ii 13〕 Act No目 XLV of 1950 (An Act to Es・ 

tahlish Pll >l '.), Chapter 5, Section 2. 

「注14〕へ M.Barque, 1Vho’s ¥Vho in Pakistan 

1962-63, Lahore. 

(/U5) Pl UC, Annual Report 1959-60. 

(/1:16) 1¥ct No. XLV of 1950, Chapter 6, Section 

12. 

（｛七17) I BRD, Economic Deτ・elopment of Pakis-

tan, G。、t. of Pakistan Press, April 26, 19fi5, 

p目 129.

(/1.18〕 Ibid.,p. 148, Table 13 

( Ii' 19) I'll >C, Annual Rξport l 964-6.S, p. 56. 

III PIDCプ μ ジェクトの分析

I. 投資の対象

PIDCの投資対象となる工業分野は，あらかじ

め規定されてし、る。 1950/51年度予算の発表にあ

たって， 当時の蔵相であったグーラム・モハマツ

ド（りhulamMohammad）は，六つの基礎的工業
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主!i'，紡主主］ー

、むカ・民間資本iこよョy ど急速に発展したことからみ

し PIDCの介入を必要とせずi二 I・分設立 ，，f能で

が万？ばれていゐ。ジ J ート紡結工業は，(Ecy-lnclu,.tr k寸の問ちのために存立自宅会れを設

こC'）ノ＼・）グ〉：.，：する店： rt,1 であると i主dえている＇ iLci• ：，＿、

i.M丹、'1＼丁
，
 

「↑、
1
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J

片
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川
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7 ート拘給、I」主とは，

,Idじ学， 官官な｝J；〔

ジュート

〉た Eご｝三えムれる。綿紡績工業には，
~ 

ρ＇J これら IJMJtfl／川町：｜の；:t1~ 工業一守あるハ

nと大きな国内市揚が作たしてし、たが，i昔、hiJ二ft本Utlて」をと m,1ミはj←「i'rリ工＇.；U iこl士、

；守主.／Lごレるつ 紡；：：τプむこす〉性7吉tr.原料左大きな国外市場が存在

ジュート紡結工業は，し亡し、允。そして事実，ιけーしr
b
 

rmc口、が1&Jにした19S2£J-，：こなると、

I》me，二上る設立とほとんど同時に順次民間資本綿.-u方組がJJIIえら片メント τ主にさじに村私＼

そこには「投資の危険性j

I t全）》fごく f子主！：してL‘なかったのである。

1,~-1 t：ように、 PIDCが綿・毛幼綜T業を投資対

に買いとられており，既↑γ心＇） ,f( ［＂~＼；の Iドに鉄鍛主b・ f,; 主 j l hぅ 1951

.7Jiたに発見された：K.究，＇.； !jιのj玄R、け1

t .!:: ' ｛じt・ 11,ai・YN、i関係］；でこの .・）か IJILi，り．

さら；：－.[,i] tj ;) JJには天然：ゲスを ;l<!J)J ！二 L亡利HH

引
け

矛盾に思われるのいう

パキスケンにおいて平

1換に規定していらことも？

と一（もなく綿紡結て業は，

くから大規院に民間資本が進出している工業であ

るつ l；.：がって， PIDじがとの者II門にitl:111を（！t定

投資材きとはJ;')/Jil

1, lリハI）年tでに I・.;I1己l'..?T＇；たに ｛，iih｛ヒ’予，

ふ／こめγJIii] 16 ・Jl-'::'2 /J, IJIIえられに f

,'-.t,J 1----l-
工ポ，［ i / ' 

tた 1911:'i年主でに存iVi'."1源開発同・泥伐採押川、

年しに）｝！！［｝！；土｝：をして「地域開発j にある ε，が加わ） ・,: J 目白はl:'iI：草分野ど f(.＇日、ら f ,,:,,・ •• 

it）＇ド八 LL、ふ’t仁川）。すなわh，新たな工業の創設この工う；： If ＇·守 j行｝JI]~：約 ， rドJDC cl>j＇土訂汁 f~ （土，

辺i克i血千；干の資源開発や「均衡の戸とぴ） i,ぴ〉上 I）も，~ A 1 :;c・ .J，ρT"t::分野がノJベ寸.＜）キili.lfflのご.／3り司

！と J! t.二j 地域開発を十i的として投資が行なJ>il ・c ：王土んど （／） 1・.'tノモ :Sirf< L J・ －＂.，と同午'f'(:ごt〆｝ C :.t、

理由によっては，既存の民間二(I）こと l土，1、九‘ ιJ  0 i翌日＇＇htごいぐー？点、の Jtそjl.：土，とがi1J1icC払る

資本のff無が汚慮すべき条件とはならなし、ことをというん tつての限定条件合大き｛躍的工$v〕同発、

いくつかのモ

ノi'ミしてし、る。

この綿・毛紡績部門には，ーか、

く昭える iごいたってし、る。

f三官.｛f匁とたる工業分~！fが増加を続rt n、るこ

とは， PIい（：し＇）i百回jの拡大の反映ではあるが， 多分に技これは，プ！／.繰綿工場が・fl;まれている。

科、j指導ど U、う見i也から設立さ hたものである。武村そl低て〉；土吋魚川J~tJミ！T）弘司士が IIJ] 被むたく、

この上うにi直接生産ドIl>C C）ず JJ ',/ L ケト』とは；，j でi二三：べfて上欠いて L 、 •，，） 二円，：＇）／支fl'J:i：ご七あるの

マネイジメント,6Jff1乞ifll＇乙関係し tn、長術指導，「iザ＼1(i.本品イ支休dr1ご｝；二，ドIIJC "' f之（i:tr匂ut, 

トーケリテインゲ調査等を円以jとしたものも含ま｜有事m1, I＿；；上 ；＇~i{'j バ） f，立［＇.(itのレ］、；！：二jft/11をIてめら

鉱物資源のEた製造工業のみでなく，)l｛＼、みつI ！パ J山、にあ a＇.，三 Eに！； . ' C ，，、ご1号、ゐし仁ir是（yり

送配事業も投資対象となっている。

このように， PIDCの投資対象左なる工業分野

は、その数において増加を続けているだけでなく，

探査，採掘，この t,tif

「こを二にかならずLもf；－致していないものが多い。

しんぺ既（｛ClP[DC J：荒川中にはうづJっ

-I・ ;/Ji績のよう k設 ；r_,/) ＇＇：＼初；：おいてふえば，

守、－ －で

でーじ

；士投下資本棋ぺ〉技術Jj(i'jto）度f干し、におし‘亡大きな

1r-r4手的にもきわめて多様性に富んでいるのか－ 'it~~ ＇i.;f ，／）技術ァJdjf'

や｜司j車産？仁川｛子11；を！＇JliJ;J'.:とせすに設立11J古Eの］主
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！｜軒があり，告本財工業と消費財工業が共に含まれ，

製造工業と問じく鉱業も対象となり， かつ既存の

民間資本の有無仁聞係／：rぐ資本投下が行なわれて

いるけそしてまた、 小呪模ではあるが技術指導ラ

マネイジメント研修，マーケッティング調査等が，

1rl！立LJヒプロジェケトと Lて日DCの事業計画の

ー部を形成LてU、る。

これら一連の考察からいえることは， PIDCの

投資対象の選択には統イりな；！J,;準がポ実上ないー

と， 新たな：I業分野の選定はノ、キス ＇！ン長流のif)

造的変化に応じて随時行なわれてきていること，

工業分野の選定よりも具体的な個々のデロジェク

ト中心？事主計画が立てれれどきてL、ること， な

どである。 PIDCの投資行動はきわめて随時的も

しくは便宜的であり，長期的な展望と計聞性を欠

いているように思われるつそれだけに，投資対象

の選択（こ関寸るこのよろた特質が今後も続くもの

とすれば， パキスタン経済の発展に応じてその他

，：！）未開発のL業，たとえば機減， j重，＇［機， 1'1動中：，

航空機の諸［；業の設立も、 PIDCIこ上って行なわ

れるであろうことは， 1－分予測されるところのも

のである。その場企， 民｜司資本による買取りが，

これまでの経過の示す上ろに H~費財産業在中心と

する若干の工業分野に偏向し続けるならば，将来

におけるパキスタン工業の基幹部門t:t, ／；ょんらん、

円形で PIDC：と判係を保持しhもわい，仁しくは

その傘下に置かれたものとなると思われる。それ

は，質量ともに大きな比重を持った1q家ぼ本部門

の事実上の形成を立味する。円DCr t，このよう

に，パキスタン経済のメカニズムをしだいに変粛

してゆく有力な要困であるといえる。

2. プロジェクトの資本別構成

第 1表は，西および東 PIDCが担当した各種プ

ロジェクトのうち， すでに株式会社の形態に切り

第 1護 プロジェクトの数（！）と投下資本額

(1965年6月現在）

／か）、三内は投下資本額L
(1) パPil)C I単位： 100]-jルピー ／ 

！百円I)c¥--i一向1「五
12(285.7川 25(569叫

(2）東 PIDC

計

23 (872 .81) 

(76'1.17) 

(y¥:.) (1) プロジェケトは，公開株式会社に切換済

みの完成 Fロジ ι クトのみ。

（日） 1962年6月現在の統計。

(/J¥1i/i) PIDC, Annual Report 1961 (i2, 

明／］》IDC,Annual Report 1964-65, 

Fl》！DC,/¥nnual Report 1964 65，より集，d'

J換え九九， 'f_＿－の株式の公開が行なわれてし、るもの

の数んその投下資本額を示している zまず西PIDC

についてみると，株式会社へ切換済みヅロジェク

トの放は25，そのうち凶iPIDCが経営権を有して

L、るイロジェクト数は 13，民間資本が経営権を有

してU、るものは 12となっている。この民間経営に

なる f口ジェクト数は， PIDCの設立呂的がらし、

って、年々増加を続けるととが期特されているわ

けである。したがって表は 1965年 6月末現在のそ

れであることに留意する必要があるc

完成7。ロジェクトに対する在、込資本総額は， 5

f意的44万ルピーである。このうち西町DC経営の

Fロン、エクトtこ対する払込資本総額は 2V吉村3747j

＇＂／ピヘ民間経常のプロジェケトに対すと 3それは

2億8570万yレピーである。このように経営主体別

にみた場合には， それぞれの経営下にあるデロジ

ュクトの数i:.-, それらに対する投下資本棋は， l王

ぼ同額である。しかし，資本系列別にみた場合に

は商 PIDC出資額が 3億8352万ルピーであるのに
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trし， i己11円資本は lf］意向山万ルピ であり， 1,liifiの 1＆プロジュケト i，こけする払込資本総額以，将位

！ヒ干'oftゴ主l！とな＇，）亡し、 0，，この二 Ei土， jJE[PIDC 7281)｝ルビーであるのこのう九東 PIDC経営のプ

沌営ァo＂ン、工ケト r二；tほとんど J:¥'.;r日i資本が努力ll l! L工ケトに討する払込資本総額は 6｛意。775;j;t, 

LてL、な＇，＇グ）に比 J に 民間経営ア勾ロゾ 1 ケトでU ！二九一，民間経常の場合は 2Dむ（i50(i万ルピーであ乙》

百本山約110%が阿 PTDCて資本であることにi;t；＇；：、 この工うに，経常主休日ljにみた場合には、東

口、る寸寸ーにわ士〉‘民間資本が PIDC J ロジ仁ケ ドrncの経科下にある 70ロジ工ヤトへの段下資本

卜を買い取るJ易frに；士、経常tJfハ’空慌た R(Yりとし 知と， i1:11-tJ（／）経1''.・Tr，こあるそれへの投下資本額土

て河本；隼i［＇，を行なうのであり－ 1＇：額，＇ljほじ上る全 の比字l士ゴ対！とふっている。既述の上うに，こ

株工ヒ内lfz1lIというケース l土rいな L、υ こ内二と ;.t' 内lLに子、は医 PIDCのJ~fl'には 1 け 1 となってし、る。

ドme,;;i:－＋、をiぐ間資本に上， C i,J符；） l ，；，という この十m,iは、；；：山、工うな更'11山iこ基づく tれど ｝J.U'

工業化の1,t;つ！，：政：jミ，i 一つの大さなHきに11'1:tfiil〆ぐ れ，：，，すなわh，東ノミキスタンでft民間資本の： ' 

いる三どをむ：1t-r－る。 1fH土阿パキスケンにおけるほど,JJ宝ではなく， 資

さらに百 I’me、 fドジ T 々トにi士、連日立後い主 ィド芳照力l士十f]:Zcr(fJに微弱であり，そのため PIDC

だ公開株式会社に切り掩えじれていたレ1パ＇） !; : iバ . ,o ロジ仁勺ト Cf）株式取得に当た＇）ては， ジ L ‘－ 1、

。：1 ゾ！クトふ石、 これらに段下され・.：・i,、る行本 的結丁ゐ支を除くその他のブ。ロジ z ケトへの進出余

額（士総額て：¥1）臣、07T，万，l--－ピーで点〉る fl'iぺその大 )] !i欠L、ぐレるといら事’主である。

;';ii分／tPII ＞＜、資本でふるコヤま二山間J守、既述山 . }f，夜間IlC -;-rrジ 1 ケトにおける PIDC資

株式会tiへ切除済みず口ジにケト（ハ段f'('f本部と 本と 11:r.¥J資本のII＼官舎1］合にm1してl土，分割後は資

？？｛！十する土、丙 PfDCでの問係すゐア・－， 1ジ R ケト数 半'ti）、整備主れておらず，現在のところ不明であるの

は 41, f.t下古本総額；土 Hf古76797]1l--l:0 --". だめパ ／（プし分割II寺（J'Jfi＇.！年昨月）におけるその割合は，

三のう t-,, ・u可PTDC資本は G億7.'Wl万＂ノ Y を山 第 i去にみるように：i対 lとなっており， ）£1fij(J')

ih，民間資木どの出資Jt容は：1xr I土なる..I》me に i》II)℃r苦イc;::CT)比丞が高くな Jすている C この手：d合

fη；立立「1的力為九

，乍く J骨大一；一る二とが期待さitていそ） ;l, ( fで、表〉と3勺 どくに大きく：変化してU、なし、ど吟えられるのごの

しわして十主での経過の示す壬三ろで；に その.Lt ように、東凶L、ずれの PinCにおいてれ，経営主

主lu分ρlを超えた三をはt_;,, ＇今 Lカ‘弘、段下 f{,;7JIJにみたずロジェケト数tl., PIDC経’日下のも

資本総額♂）絶対桁：tif々 明大企続けてL、みわけで のと I1;:I/¥J経常1－・のものとはほぼ日数であるが，資

あるの現状で：:t' ［》If)仁はかぎりなく拡大する日 本系列＼jljにみたJ場合には， P!DC百本は民間資本

大な持株会社円以相を旦しとし、心ゎ 〈汁ゴ f1＼＇，ぅ、 （， :1 併の出資比本を保っていることが;jJ

i;: l主同じことが、東 Pif>Cの場（tにし L、えるつ から》じたがって「民間資本の進出がめざましLぺ，

そこでは、 林式会社八切換済みのプロジ π ケトの ιLくは「民間への売却が順調に行なわれてL、る i

数は目、そのう丸東 PIDCが経常持を有している とレ， ＇t：場合，それは民間i資本が多少なりとも参

－／ ロジ仁ヴト数は 11司氏一間資本が紅白十障を：有して 加しているプロジ工クトの数の増大か， もしくは

いるイロジ工ケト数は 12となっていら。これら完 民間資本が経常村長を有するプロジェクトの数の的
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大を意味しているのである。それは PTDCフヘゴジ

ェヤ卜に対する民間の投資額の増大をかな九ずし

も立味して，，＇なヤ。民間資本の参加は，多くの士号

台経営権の掌握をね人って行なわれるのであり，

そのためには当諮っnロジェクトの払込資本金のお

おむね回%の株式を支配すればよヤのである。そ

して〆l士の場合には，残余の株式は PIDCによって

{Rf~； として保有されて L 、るわけで、ある。このよう

にして， 民間資本の経営になるプロジェクト数の

明大にぺれて、 PIDC、と民間資本左の結合関係は

かぎりなく広範化し、 かつ強められてゆくことに

たる「

3. プロジェク卜の業種別構成

当’｝ 2去は，東西 PIDCの完成プロジ工ケトとそ

の払込資本額を、業種別にまとめたものである。

この表によって，二つの PIDCの投資活動が，き

わめて対照的であることがわかる。

？とず，相対的に西 PIDCの関係する業種は多様

な分野にわたって分散してし、るが，東 PIDCの士去

合はジュート紡誌を中心として， f也の数種の業種

に投資が偏向してL、る。両 PIDCでは，天然ガス

開発・送配， 化’芋肥料，造船・機械、セメントの

4業種で投資総額の約同%が占められてし、るが，

東 PIDCでは司ジュート紡績，製紙，精結，化学

肥料の 4業種で総摘の約 90%が占められている。

東 PIDCen投資対象は，その白然地理的条件に規

定される度合レが丙 PIDCに比べ大きい。たとえ

ばジュート紡績は東では最も大規模なて業である

か， I可ではその存在は皆無である。終紙，精糖に

お，，、て，東は西の数倍の規模の投資を行なってい

るc 相対的に噌東 PTDCの関係するプロジェケト

l士、農産原料の ｝］日E業が中心をなしていあ。これ

に対し，西 PIDCでは多様な業種にわたってなん

らかの資本投下が行なわれているが、 とくに鉱物

~2 表 プロジェケトの業種別構成（1965年6月現在）

｛単位： 100万／レピ－）

西PIDC関係、 東PIDC関係

'.t 純 プ？ロ一トジ一数ェ一I投資本絞下プクロトン数工＼；，投資ー本額下

ジ コ ー ト !i,1i 議紙械科事事 O ! O.oo1 1:1 245.66 2 32.50 2 !215.90 
高｛；｝・機 1 '78.69 2 57.40 

造事1fヒ ヤ：・月E :; i 92.501 l 243.95 
1面古 2 i 30.05 4 89.90 
セメント 2 63.00 0 0.00 

綿 ・ 毛 紡 緩炭記他薬 fi i 11.15 1 20.00 
化学・事1 :i 7.30 O 0.00 
平1 1 J 5 . 00 o (l. 00 
天然力、ス目耳発・送 1 :223 :~sl I) o.oo 
そ の I 1 1 10 . 001 o o制

計 25 '569.441 2 '.~ [872.81 

〔出fiJr) WPIDC, Annual Report 1964-65および
EPIDC, Annual /?.,,port 1964-65. 

m-3 'dミ丙PTDCプロジェケトの業種.5J1J・資本系列'i}lj構成

(1965年 6月現在） （｝別立： 100万ルピー）

雪さ 穏 西PIDC資本｜民間資木

ジコ←ト紡綴 。。。 0.00 。。。 32.50 

結製造ijJ" 船 機 械締紙料 78.69 0.00 
化学・ 1巴 91.88 0.62 

:-l.88 26.17 
セ メ ン ト 5:l.16 9.84 

総・毛主jj 絞震 9.26 7.89 

化石 学・ tt<:k 4.75 2.55 
15.00 0.00 

天鉱然物ガス資開発源・探送配究 ]16.90 106.35 
0.00 0. 00 

2ト σ〉 他 10.00 。‘（）I)

38:'l.52 185.92 

( U'il'可〕 WPIDC,Annual Report 1964-65. 

資源の開発事業に巨額の投資が行なわれてし、ると

いう特徴がみられる。

第 3表は，西 PIDCプロジェクトの各業種を，

資本系列店ljにみたものである。 この表によると，

何回DCでは，民間資本は天然ガス開発・送配事

業に集中しており，っし、で精糖，製紙に投資が行

なわれてし、る。その他の業種には若干の投資が行

なわれているが，造船・機械、セメント，石炭，

化学肥料などの部門には，資本進出はまったく見

33 



Ⅳ　PIDCの機能に関する若干のコメント

1968030036.TIF

られなL、。一方東 PIDCにつL、ては，分割後は資

料不備のため資本乃IJの構成は不明であるコただし

経営主体別にみると、民間経営になる 1'.2のア。ロジ

ェクトロ）「） t 》 llカi ジュート紡結工tJ;}，残りの一つ

が製紙工場とヲ極端にジニドト紡績に集中してヤ

るc その他日〕ア。 p ジ工ケ！、 t土、寸べて]4£ PIDC U〕

経伝下にありう 東ノ；：干スケンでは1リ］碕に分業体制

をと η てGtl発がす「めれれている観がある。

この上ろに，民間資本の進出は司その投資額に

おし、て PIDCプ仁＇ s '-"-：， トの投資総額の川%を超

えたことがf川、ばか I.Jで、たく、 そのi生出業績にお

いても『東西を通じてジュート紡結．天r.！~ ガス開

発・送配，お上び製紙、 精慌に？干しく偏向してL、

0ことがj刈ミるっすなわt,, 残余の投資郁および

残余の投資業種は司依然として PlfK：の直接管理

I－＂に残されており司このようにして PIDC出資の

絶対額がかぎり r：く増大するのと並んで， その関

イ系する荒積も泊、ぎりなく拡大しっぺあ？，，

C:120〕 F n. Arnold、I'aki、、tan F,co710111ic and 

Cοmmen-ial C，刀1ditionsin Pakistan, London, 1955, 

pp. JO時～107

0!21) 投資対象て業：＇） －ってあ／、 f手，J.j見wrて業開

理事業：t,196:'i年以降：：，J、i官lfl.＼仁 ＂;fc'.!;+I: (Small lndu日

tries Corporation・, ,:, jれi.'・.F；ごT辛ri , i：て， ＇乙、

（／下22) F. B. Arnold, op.ィ・it. '; !: cf'. ¥Vドme.

Rn•iどτu of ,,1cti ,・itieペfi,rthe Year J.96,1, p. :i‘ 

(iJ 2::l) Pl!〕（＼ノ・＼nnualRef》οrt1961-62、p.:12 

CJ 2~ ) ]'ff)（二八nnualR,・f’ort J.964手仕入 p.10

IV PIDCの1発古EにFflする t;Tのコメ ント

1. 製品価格について

PIIXの企業運営における資材の購入、 製品の

販売等に関しては，統イ内な基準〔定茅うはない ζ

他の公企業（例・鉄道〕のケースに準じて，理事会

において随時決定される。し、ずれにせ上，その茶

本方針は，購入・販売ともに民間企業の場合ど同
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じく、 商業ベースでこれを行なうということで点）

る。

製品の価格の決定の問題も， 多分にケース・パ

イ・ケースである。たとえば，統制を受けている

商品である砂糖の場合には， PIDCの精糖工場の

製品はすべて東西ノfキスタンの食糧省に売却され

る。農業増産のために生産を優先視されている化

学肥料は， ゲウドケルとライヤルプールの PIDC

工場のW!l品にかぎり， その大部分が政府への売却

に当てられている。 DDTやペニシリン等の医薬

,',/1i::l；，政府関係の病院や関係機関に原価で引き汲ー

される。 これは，この70ロジェケトを支f愛したと

きに llNICEFが出した条千平である。

これらの製品以外のものについては， すべて民

間企業の場frと同じく，商業ベースによ勺て価格

が決定される。その場合，同種の民間企業が存在

する場介には競争価格が生まれる。独占的な条件

内ある場合には，国際価格との比較が考慮、される，

と十うのが一般原則である。

しかし， PIDC企業の製品価格が割i¥'iiで、あると

いう批判は，常時国内に起こっているところのも

のである。たとえば，外国人調査団であるi院銀の

視察グルーフ。は，その 1965年度のパキスタンの経

済開発に関するレポートの中で， 「東 PIDCが関

係してL、るつ。ロジェクトの多くのものは，能力い

／〉（まし、の生産を行なっている。 しかしその製品価

協は、 パキスゲンの一般の築準からいって割高で

あるj(/125）どi主べているの同じような扱t半JJは， L

ばしば新聞，雑誌その他で取り上げられている。

たとえば， カルナフリ製紙工場においては製，%の

品質が悪く， その価格は，マッチ箱用の青紙の場合

A-，輸入に要する各種費用を支払つでもなおかつ

スウェーデンからの輸入のほうが廉価である， と

いわれる。同じような例，すなわち外国から輪入
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される同一製品と同じか， あるいはそれよりも高

い価格で販売されているとする批判は，一方では

これらの企業が年々かなりの利潤を上げている事

実とあい支つに批判の対象となっているc そし

て， これらの割高な価格は， PIDC本来の目的で

あるところの民間資本の誘致のための政策的な価

格であるとする見方が強まっている。

このような批叫に対して， PIDC当局は PIOC

の持つ特殊性を強調する。すなわち， PIDCの各

プロジェクトは，基本的には同家的利益や社会性

全考慮して設立され，運営されているため‘経済

性のみを追求できない立場にあると。たとえば，

製鉄所の建設一つを取っても， それは国防上の要

Jという性格を介わせ持っており，経済性のみの

是非ではその存在意義付判断できない。支た，

PIDCプロジェクトは概して技術的に複雑で，高

度の経営能力や大規模な資金を必要とするものが

多い。具体的には，多くの工場の建設に汚た d pて

外国人のコン什ルタントや技術者や技術の導入を

必要とする。パキスタンの閣内難者は， PIDCプ

ロジェクトの建設に関しては力不足である。 三れ

ら外国人への人件費は膨大な額に達する。また

PIDC工場は， 多くの場合，モデlレ工場としての

設立目的も持っている。 したがって，パキスタン

の一般の工業企業の水準に比べ，設備投資額が大

さくなる。たとえば， PIDC工場は普通， 労働者戸

の宿泊設備，子弟の教育施設，病院，寺院その他

の福祉施設の建設をも伴っている。これらの設備

は，パキスタンの一般的水準をはるかに抜いてい

ーァ

心。

PIDCのプロジェクトの中には，原材料の大部

分を輸入に依存するものが多いc 作業を円滑に行

なうためには， 面倒な輸入手続きや納期のおくれ

などを勘案して，少なくとも 1カ年分の原材料の

ストックが必要となってくる。そのために多額の

資金が凍結状態になる。また専用の大型倉庫や自

家発電設舗の拡充などの設備投資がし、る。原材料

の大部分を輸入に依存する結果， 国際経済の変動

の影響を受けやナい。たとえば1955年8月に行な

われたパキスタン・ Jレピーの 30.5%の切下げの結

果は，PIDCプロジェケトの資材購入予算額を40%

近くも増大させたJ 同じような現象は 1957年のス

エズ紛争に基づく溝上運賃の高騰の場合にもみら

れた（帥3〕。さらに， PIDCプロヅェクトには，外

国援助によって建設される場合がある。たとえば

アメリカの商品機助で提供される銑鉄は， 国際価

格より30～40%も割高であり， これらの特殊性も

また PIOC企業の製品価格を引上げている理由土

fLってL、る。

PIDCの特殊性のゆえに， マーケット・メカニ

ズムに立脚した投資活動のみは行ないえないとナ

る説明は，ある程度までは事実である。 しかし一

方では，多くのプロジェクトにおいて，かなりの

高収益を記録しているという事実が問題として残

るうた土えば， ＇）－； レ・パック・セメント工場，

インゲス・ガス会社、 ライヤルプール他学工場，

スイ・ガス送配会社， チャルサダ精糖工場，メイ

フ勺レ・リーフ・セメント工場などでは，その 1960～

63 :q三の株式配当率は，いずれも 6～12.5%のあい

どにある。とくに (i3年度以降は，チャルサダ精1戒

を除き，いずれの企業でもその率は 10%以上を記

録しているほ27）。

このように， PIDCプロジェケトの製品価格に

関しては，相矛盾する要素が存在しているが，そ

れは PIDCの基本的性格に基づくものである。す

なわ主主， PIDCの基本的性格が民間資本の誘致に

あるとすれば， PIDCプロジェクトは採算のとれ

る条件を備えておらねばならず， それは具体的に

3ラ
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は収益率の両さで民間資本に対して提示されねば

ならなL、。民間資本への PIDC株式の売却が頗譲

に行なわれるためには，株式配当率の高低が一つ

の指針となるのであり，企業利潤の引上げは製品

価格の引上げを促すことになる。すなわち， PIDC

の基本的性格が， その製品価格を；和こ菊水敢に保

ちがちである，というととがいえよう。

2. 民間資本への売却について

PIDCプロジェクトの民間資本への売却は，

PIDC設立の最も重要な目的の一つで、ある。 19前

年の日DC止は，次のように述べてヤる。 「公社

は，適当と判断する時機に，本条第6項に基づい

て応募SI受付された株式を， 五却：／＿， Lくは書換え

するものとする」〔注釦と。

すでにE節におνて述べた kうi二、 PIDCデロ

ジェクトに対する民間資本の参加状況は， その投

下資本額で怯総額の；1分の liこ満Tこないがラ経常

権を掌握しているプロジェクト数では， その半ば

に当たる24企業に達している。これら 24の企業の

資本総額は， 5億5（州）万ノレピーを超えている。こ

のような民間資本の進出は， PIDCの基本的性格

からいって，しだ1r＇に噌大し可拡大してゆくこと

が期待されているわけであるが， その場合，すな

わち PIDCプロジコクトの株式の売却に当たって

それが一部の民間大資本に儒向し， その独占化傾

南を強めてゆくとする批判がしだL、に顕著になり

つつある。

民間資本の進出が著しい業種は， すでに述べた

ように西パキスタンでは天然ガス開発・送配，精

糖，製紙であるが，東パキスタンでは極端にジ 1

ート紡漬に偏向してし、る。このジコート紡績は，

PIDCプロジェクトの売却が， 最も順調に行なわ

れてし、る部門である。 7ことえば， 1960年末現在で

パキスタンの圏内のジュート工場数は 14工場であ
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ったが，そのうち12工場は PIDCが建設したもの

である。 14工場の織機台数 8041台のうち、 PIDC

工場のそれは 7750台を占めている。また，これら

14工場への払込資本額2撞0117万ノレピーのうち，

民間資本は 65.4%に当たる l億3215万／レピーを投

資している。

ジュート紡績における最大の民間資本であるア

ダムジー資本系の三つの工場では， 3仮JO台の織機

と2万人の労働者を腫用し，その生産高は 12工場

の総生産高の約40%を占めている。 PIDCf土， 1959

年まではこれら 3工場の株式の20%を保有してい

たが， 1960年中に全部売却している。このアダム

ジー資本は‘ 民間資本が経営権を千干している24の

PIDC企業のうち，三つのジュート工場と一つの

製紙工場と一つの化学工場を所有し， その払込資

本額は合計で8000万ルビーに達している。

民間資本の進出が，その投下資本額において

PIDC企業の資本総額の 3分の 1に逮せず，また投

資業種においても偏向がある一方では， その投資

の大部分がパキスタンでは著名な大資本によって

独占的に行なわれているとヤう事実がみられる。

PIDC企業の株式の全部または一部を保有してい

る民間資本には，上記のアダムジーのほかに，ダ

ーウ、ソド， イスノfハニー， イスマイル，ワリカ，

アミン，パワニーなどがある。これらの個別の民

間資本は，既述のように，ジュート紡績，製紙，

精精，天然ガス開発・送配など PIDC企業のなか

で最も収益性の大きい業種に資本投下を行なって

いるわけであるが， 同時に将来における経営参加

に備えて， その他の業種iこも若干の資本参加を行

なっている。

PIDCの役員人事について，今日までその理事

の職にあった者のながには有力な民間資本を代表

する人物が多数存在していることについては， す
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でに述べたと斗ろのことである。たとえば， M・

A・イスパハニー，ナシール・ A・シェイク， G・

M・アダムジー， モハメッド・アリ・ハどブ、な

どである。これら民間資本の参加に関して，ある

資料は次のように述べている。 「プロジェクトカ；

民間資本に売却されたあとでも， PIDCはその企

業の福祉の面倒をみ，原料や部品入手のために外

貨の供給を行ない，政府関係機関との諸取引に便

宜を図っている。この事実が，大企業自身ですら

ルビー資金の大部分をすすんで支払おうとしてL、

る新規工業企業の設立に当たって， PIDCの機助

を得るのに熱心である理由のーっとなってヤるj

（注批と。またこの点に関しては，計画委員会の報

告書も次のように述べている。 「多くの民間投資

家が PIDCと手を握りたがっている理由は，治‘れ

らが PIDCの経営上，技術上の手腕を高く評価し

てU、るからではなく， PIDCを通じて政府から必

要な援助を獲得できると考えているからであるj

（注30）と

このように，民間資本の参加は，工業企業設立

の当初の危険負担を PIDCによって行ない，収益

性を見きわめた上でその払下げを受けるとし、う，

きわめて高い安全性を伴って進められている。ま

た売却を受けたのちも引き続き原料供給，技術援

助，政府諸機関との接船，外資の割当て等に関し

て，優先的に便宜を図ってもらっているわけであ

る。

ところで， このような民間資本への売却の場合

に， その売却の方法や価格をめぐって，批判が生

まれている。たとえば，売却の価格についていえ

ば，カノレナフリ製紙工場の場合は 6590万ルビーの

建設費総額に対し、その株式会社への切換えに汚

たって払い込まれた資本額は 4600:Jj；レピーであっ

た。ラ fヤJレブールの硫酸工場の場内改，建設費

257万ノレピーに対し払込資本額は 250万ノレピー。ジ

ール・パック・セメント工場は，建設費29切万ル

ビーで払込資本額は 1856万ルピー。さらにメイプ

ノレリーフ・セメント工場は，建設費4210万ルビー

に対し払込資本額は 2750万ルピーであったC/l:31)0 

PIDC企業は，設立後運営が順調に行なわれ，

収益の見通しが立った時点で公開株式会社へ切り

換えられるつ具体的には，その株式が取引所に上

場されるわけである。そこで上述のように，建設

貨を下回る価格で売却が行なわれるというケース

は，株価の額面割れの時期に売買が行なわれた場

介である。その典型的な例がカルナフリ製紙工場

の場合にみられる。

この工場は，年産3万3000トンの生産能力を持

つパキスタン最大の製紙工場である。 1953年の末

に，総建設費6590万ルピーで建設された。この工

場の利益金は， 1953/54年の22万3000ルピーから，

56/57年の477万7α恥レピーへと急増した。しかし

この製紙工場は圏内需要の 75%を供給しており，

その製品価格は多分に独占価格であるとの批判が

起こり，利益金は年426万ノレピーに固定された。

1960年になって，この工場はダーウッド資本に売

却されたが，額面 10ルピーのその株式は時価7ノレ

ピーで買い取られたo 民間経営に移ってから利益

金はふたたび上昇しはじめ， 1962年までに1703万

ルピー， 1964年までに3240万ノレピーを計上してい

る。国内の膨大な需要を背景に，製品価格がつり

上げられたからである。

売却をめぐる疑惑や批判Iこ答える一つの政策と

して，株式の分教が試みられている。たとえば東

PIDCでは，売却が｝部の大資本に集中する傾向

を防ぐため， 1963年以来ジ－；レ・パックとラング

プーlレとタクIレガオンの三つの精糖工場の株式の

19%を，多数の大衆株主に優先的に売却している。
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とれまでに， 2820万ノレピ｝相当の株式が宛却され

ているが， その＂［＇：.／王近くは多数の砂糖キピの栽培

者によ，って買い取られている。このような政策を

l,、っそう拡大するために，東PIDCの理事長は1966

年3月の記者会見で，株式の宛却を協同組合，教

職員およびその他の職業に従事する ri・に僅先する

と述べている。そ tT)・一例として， 1966年；1月に510

万lレピー相当のカウミ・ジュート工場の株式が，

日万2000人の教員に）G却されている位制。

PIDCの基本的目的が， PIDC企識の民間への

品却にあることt土，すでに述べたところのものを

ある。 1959年3月比行なわれた売却促進の声明，

ついで同年5月の外悶民間資本の参加をも歓迎す

る旨のJU明など仁象徴されるように， PIDCは民

間への企業売却にきわめて強い熱意を示してきて

いる。 子己却が一部の大資本に偏向しているとU、う

事実は， PIDC企識の多くがそうであるところの

近代的な工業企業の質取りということが、 けっき

ょくは一部の大資本によってのみしか行ないえな

いという現実の民映であるが， 同時に，産業資本

の育成という PIDCの基本的性格の必然的な帰結

でもある。

しかし今方， PIDC企業の花却に閉しては，

PIDCの持つ公企業としての性格を重視する立場

からの見解が現われはじめている。東 PIDCの計

画局のー責任者l土、 ペキスダンの民間資本が関税

政策や課税政策によって国際競争から保護され，

国内市助で独占的利益を享受していると指摘し，

公共部門としての保続を強調して次のように述べ

ている。 「基本的に重要であり，かっその数が限

られているところの製紙，肥料，鉄鍛，ガス，鉱

物等の工業は，現在および近い将来において，民

間資本に譲渡されるべきではないとたえる」 rn通知

と。このように， PIDC企業の売却に関する諸問

38 

題は，終局的には PIDCの性格規定にかかわる問

題であるといえる。

3. 基本的性格の修正について

これまで述べてきたように， PIDCの設立の直

接の動機は， 1948年の産業政策声明で表明された

工業化の基本方針， すなわち民間資本の主導性に

基づく工業化と L、う方針を側面から補強する乙と

にあった。それは政策声明で述べられた基本的方

針と，その後の工業化の停滞とヤう現実とのギャ

ップを埋める目的で設立され，民牒的な産業資本

の育成を図ることをその活動の目的志義としてき

た。したがって PIDC法に規定されているよう

に，あるいは PIDCの関係者がことあるごとにく

り返しているように， PIDCの存在は国有部門の

存在を意味せず， また各プロジェクトは適当な時

機に民間資本に順次売却されるという重要な特徴

を持っている。

PlDCがバキスタンの工業化に果たしてきた役

割には， A・H・ハンソンがその著書〈注34）の中で

くり返し述べているように， きわめて大なるもの

があることは否定できないが，その 15年間の存在

期間中に既述のような諸問題を抱えはじめている

ことがみえる。とくにその一つは，民間大資本と

の結合がかぎりなく緊密になりつつあり，工議生

産における資本の集中傾向が起こり， それがもた

らす弊害に関して批判の声が高まりつつあること

である。そして今一つは，すでに見たように民間

資本の進出は多分に消費財産業に偏向し， その他

の多様な工業部門への進出は消極的であり， その

結果 PIDCはかぎりなく巨大化する持株会社の様

相を呈しはじめているという現実である。

パキスタンの工業化， とくに大規模工業もしく

は資本財生産部門の創設が， PIDCのスケジュー

lレに従ってすすめられてu、ることは論をまたな
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い。問題は、非現尖的となりつつある PIDCの基

本的性格を修正し， PIDCに間有部門としての性

格を強めてゆくといち要求が起とりつつあること

である。

1964年に発表されたイギリスの調査聞の報告書

は，収益性の高い企業のみが民間資本につE却され，

公社には「うまくいっていない」プロジェクトや，

国家的に重要ではあるポ採算のとれないつ。ロジェ

ケトのみが残される， という現状に対する強い反

発があると述べている（注35）。さらに， 1965年5月に

発表された第3次5カ年計画書は， この問題をu、

合そう明確な形で次のように述べている。「PIDC

の役割に閉して， 基本的な変更を要求する芹があ

る。その要求とは， PIDCはもはや売却を目的と

したプロジェクトの建設を行なうべきではなく，

国家に代わって恒久的；こ管理運営することを釘的

としたプロジェクトのみを建設すべきである， と

？、う要求である。かっし民間資本が企業設立に

消極的であるという灘由で PIDCが引き受けてい

たところの危険負担という機能は，工業企業設立

の認可を求める民間資本の要求が認可額を上回っ

ている現状では， もはや必要性がなくなっいる。

支え，設立されたf ロジェクトの収益性が高まる

と，すぐそのプロジェクトを売却に出すという予

定があるために， PIDCのすぐれた経営や技術力

によってプロジェクトを効率的かつ恒久的に運営

してゆく制度機構の確立が損われている。あるい

は， PIDCにすべて“どうしようもなヤ”プロジ

ェクトのみを請け負わせていることも賢明ではな

い。将来は，公企業として運常される予定のプロ

ジェクトのみを取り上げることになるよう， PIDC

の条文は変貰されるべきである」（注36〕と。

このように， PIDCの存在にしだいに恒久的た

公企業としての性格を付与してゆくべきであると

いう主張が行なわれはじめている。 この動きは，

消費財生躍部門を民間資本によって， そして資本

財生産部門を国家資本によって建設しようとする

動きにつながり，事実上の国有部門の創設と拡大

を意味するものである。 PIDCは， その基本的性

格iこ［りして検討を迫られる時点にさしかかってい

るといえる。

C/l25) IBRD, op. cit., p. 130. 

〔，126) Ministry of Finance, Government Spon-

sored Corporations, Karachi, Govt. of Pakistan 

Press, 1959, p. 36. 

(/127) WPIDC, Annual Report 1964-65, pp. 

56～57. 

(11:28) Act No. XLV of 1950, Chapter 14, 

Section 8. 

(l!:29) U. N. Technical Assistance Programme, 

Public Industrial Management in Asia and the 

Fa, E山 t,1弼0,p. 115. 

（注30) Planning Commission, Report of the 

Panel of the Economists on the Second Five Year 

Pla仏 1960,p. 25. 

（注31) PIDC, The Role of PIDC in the In-

dustrial Develoρment of Pakistan, Nov. 1960, PP. 

6～10 

〈注32) Trade and Industry, Dec. 1966, p. 1073. 

(li33) R. Ahmed，“Disinvestment Policy of 

EPIDC，＇’ Trade and Industry, Dec. p.1033. 

Cl主34〕 A I I. Hanson, Public Enterprise and 

Economic Development, London, 1959, pp. 232～ 

236 & 248-249. 

( /135) Federation of British Industries, Pa是is-

tan: An Investment Survey, London, 1964, p. 17. 

(d:%) Govt. of Pakistan, The '17,ircl Five Year 

Plan (1965・70),May 1965, p. 124. 

（調査研究部〉

39 


	I PIDC設立の背景
	II PICDの機構
	III PICDプロジェクトの分析
	IV PIDCの機能に関する若干のコメント

